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悪質広告業者について

令和 ４年 ３月１１日

弁護士 田 上 尚 志

第１ 発端

昨年，求人広告会社から，インターネットによる求人広告を３週間無料で掲

載できるサービスを利用しないかとの勧誘の電話があり，いつでも解約できる

と言われたので，無料期間だけならと口頭で約束して掲載したが，無料期間終

了に伴い解約と掲載終了を申し出たところ，解約は当社指定の書式によること

が必要である等と理屈をつけて解約に応じず，広告は掲載されたままで高額な

掲載料金を請求され，困っているといった相談を４件受けた。中には，創業し

たばかりなので是非協力してもらいたいと言われたので，若い起業家を助ける

と思って無料期間のみの掲載に応じたが，無料期間終了が迫ったので解約と掲

載終了を申し出たところ，やはり解約は当社指定の書式によることが必要であ

る等と理屈をつけて解約に応じず，広告は掲載されたままで高額な掲載料金を

請求されたという事案もあった。

第２ 結果

当職の内容証明郵便の送付により，広告料金の支払いを拒絶し，広告も削除

させた。

第３ 悪質広告業者の手口

１ 一応，求人広告サイト／ホームページを作成しており，まともな業者である

と錯覚させる。
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↑ ホームページの作成はそんなに難しくありません。

費用もほとんどかかりません。

２ 悪質広告業者のサイトでは，東京の都心に本店があるように装い，まともな

業者であると錯覚させる。

↑ 本店所在地がバーチャルオフィス，極小オフィスであることが少な

くありません。

３ 悪質広告業者のサイトでは，意図的にサイトの運営会社を分からないように

して，内容証明郵便の送付などを妨げようとしている。

↑ 契約書に捺印された判子や請求書から運営会社の商号が判明したこ

とがあります。

４ 契約の解約方法を悪質広告業者が決めた方式に限定し，かつ，その方式を意

図的に分かりにくくしたり，解約申出書がダウンロードできる場所を分かりに

くくしている。

↑ そもそも解約方法を悪質広告業者が決めた方式に限定したところ

で，法的に有効とは思えません。通常の内容証明郵便を送りつけるこ

とが一番有効です。

第４ 悪質広告業者の弱み

１ 悪質広告業者は，「広告を出している」状態を作出することにより，あたか

も広告掲載依頼者が広告料不払いの債務不履行状態となっているように装う

が，広告の発出及び削除，特に求人広告のそれは，広告掲載依頼者の経営状況

及び経営判断に応じて機動的に処理されなければならない（新規従業員が獲得

できれば不要になる）。

したがって，そもそも広告掲載依頼者に広告を掲載し続ける義務を負わせる

ことはできない。広告掲載依頼者が広告を掲載を終了するよう求めても掲載を

続けるのであれば，それは単なる営業妨害行為である。
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２ 悪質広告業者は，ホームページからの問い合わせで新規従業員を獲得できて

も，そのことについて広告掲載依頼者から報酬を得ることはできない。

なぜなら，報酬を得ると有料職業紹介事業と判断される可能性が高いところ，

職業安定法 30 条１項によって有料職業紹介事業は厚生労働大臣の許可事業と

されており，これに違反した場合，刑事罰の対象となる（一年以下の懲役又は

百万円以下の罰金，職業安定法 64条１号）。

また，悪質広告業者は広告依頼主に料金を請求しているところ，「お問い合

わせフォーム」を設けている業者では，求人について仲介していると判断され，

無許可の有料職業安定事業と判断される可能性がある。

３ 悪質広告業者は，ホームページを作成しているものの，それほど技術がある

わけではない。技術の程度はどちらかというと素人レベルである。

４ 本店はバーチャルオフィス，極小オフィスに置いていることが少なくなく，

独自の従業員はおらず，バーチャルオフィス業者，極小オフィス業者の担当者

が電話やＦＡＸを取り次ぐ仕組みである。

よって，内容証明郵便の内容が目に触れると，悪質広告業者であることがバ

ーチャルオフィス業者，極小オフィス業者に露呈し，バーチャルオフィス，極

小オフィスの賃貸借契約を打ち切られかねない。

第５ 内容証明郵便の使い方

１ 電子内容証明郵便は使わない

↑ 見た目がチャチで破壊力がありません。本来の紙媒体の内容証明郵

便を用いるべきです。

２ 内容証明郵便はできるだけ仰々しく，考えられる法的主張を全て盛り込み，

できるだけ分量を増やします。弁護士からの内容証明郵便はただでさえ見るの

も嫌ですが，分量が多いともっと嫌になります。当職としては，８ページ以上

となることを推奨します。字の大きさを１４ポイント以上にして迫力を出しま
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しょう。特に，ＷＨＯＩＳ等のドメイン検索サイトでドメイン情報を調べ，そ

の調査結果まで書くと技術力のない悪質広告業者の従業員には相当堪えると思

いますし，分量を稼ぐことができます。

３ 内容証明郵便は悪質広告業者の本店所在地だけでなく，代表者の個人住所に

も送付します。そもそも本店所在地がバーチャルオフィス，極小オフィスであ

れば，本店所在地に送付したところで，すぐに悪質広告業者がこれを了知する

とは限りません。

４ 逆に，本店所在地のバーチャルオフィス，極小オフィスのＦＡＸには，郵便

局で受領された後の内容証明郵便の送付者控えのコピーを送信します。ＦＡＸ

するのは正当な業務行為の範囲内ですし，結果としてバーチャルオフィス，極

小オフィスの従業員に怪しまれる結果となりかねず，悪質広告業者にとっては

大変困るようです。実際，当職の事務所に悪質広告業者の担当者から苦情の電

話がかかってきました。















 




